
「情報セキュリティ アドバイザリーボード ワーキンググループ」開催要綱 

 

１．趣旨 

本ワーキンググループは、「情報セキュリティ アドバイザリーボード」の

下に設置されるワーキンググループとして、情報セキュリティ上の事案等につ

いて、より専門的な観点から助言を得ることを目的として開催する。 

 

２．名称 

本ワーキンググループは、「情報セキュリティ アドバイザリーボード ワ

ーキンググループ」と称する。 

 

３．構成及び運営 

(１) 本ワーキンググループの構成員は、別紙１のとおりとする。 

(２) 本ワーキンググループは、主査が運営する。本ワーキンググループは原

則としてメールによる審議とするが、主査は、必要に応じて構成員の召

集により開催することができる。 

(３) 本ワーキンググループは、必要があると認めるときは、構成員以外の者

から意見を聞くことができる。 

(４) 主査は、必要に応じて、本ワーキンググループの下にサブワーキンググ

ループを設置することができる。サブワーキンググループの構成員及び

運営に必要な事項は、主査が定める。 

(５) 主査は、上記のほか、本ワーキンググループの運営に必要な事項を定め

る。 

(６) 本ワーキンググループの議事及び資料の取扱いについては、別紙２のと

おりとする。 

 

４．庶務 

本ワーキンググループの庶務は、情報流通行政局情報流通振興課情報セキュ

リティ対策室が行う。 

 

資料１－１ 



 

「情報セキュリティ アドバイザリーボード ワーキンググループ」 構成員 

（敬称略、五十音順） 
 

有村 浩一 一般社団法人 JPCERT コーディネーションセンター 常務理事 

石井 夏生利 筑波大学 図書館情報メディア系 准教授 

（主査） 上原 哲太郎 立命館大学 情報理工学部 教授 

鵜飼 裕司 株式会社 FFRI 代表取締役社長 

金子 啓子 パナソニック株式会社 リーガル本部 

情報セキュリティグループ グループマネージャー 

木村 孝 一般社団法人日本インターネットプロバイダー協会 会長補佐 

行政法律部会 部会長 

小屋 晋吾 トレンドマイクロ株式会社 執行役員 統合政策担当部長 

小山 覚 NTT コミュニケーションズ株式会社 経営企画部 

マネージドセキュリティサービス推進室 担当部長 

齋藤 衛 株式会社インターネットイニシアティブ 

サービスオペレーション本部 セキュリティ情報統括室 室長 

下村 正洋 特定非営利活動法人日本ネットワークセキュリティ協会  

理事・事務局長 

関 啓一郎 東京大学公共政策大学院 教授 

曽我部 真裕 京都大学大学院 法学研究科 教授 

園田 道夫 サイバー大学 専任准教授 

高倉 弘喜 名古屋大学 情報基盤センター 情報基盤ネットワーク研究部門 

教授・工学博士 

高橋 克巳 日本電信電話株式会社 

NTT セキュアプラットフォーム研究所 主幹研究員 
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高橋 正和 日本マイクロソフト株式会社 チーフセキュリティアドバイザー 

武田 圭史 慶應義塾大学 環境情報学部 教授 

寺田 真敏 株式会社日立製作所 Hitachi Incident Response Team 

チーフコーディネーションデザイナ 

中尾 康二 独立行政法人情報通信研究機構 

ネットワークセキュリティ研究所 主管研究員 

名和 利男 株式会社サイバーディフェンス研究所 

理事／上級分析官 

西部 喜康 一般財団法人日本データ通信協会 

テレコム・アイザック推進会議 企画調整部 部長 

林 薫  株式会社シマンテック 

セキュリティレスポンス ディベロップメントマネージャ 

松本 勉 横浜国立大学 大学院環境情報研究院 教授 

南端 邦彦 特定非営利活動法人日本ネットワークセキュリティ協会 

日本セキュリティオペレーション事業者協議会 

三輪 信雄 Ｓ＆Ｊコンサルティング株式会社 代表取締役 

森 亮二 弁護士 

  



 

 

議事及び資料の取扱いについて 

 

 

１．議事について 

本会は、個別の情報セキュリティ対策情報等を扱うことから、公開することによ

り、当事者又は第三者の利益を害するおそれがあるため、原則として非公開とする。 

ただし、主査が認める場合については、公開とすることができる。 

 

 

２．資料について 

本会で使用した資料については、個別の情報セキュリティ対策情報等を扱うこと

から、公開することにより、当事者又は第三者の利益を害するおそれがあるため、

原則として非公開とする。 

ただし、主査が認める場合については、公開とすることができる。 

 

 

３．議事要旨について 

本会の議事要旨は、原則として、会議後速やかに作成し、総務省のウェブサイト

に掲載し、公開する。 

 

別紙２


